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は
じ
め
に

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
、
先
進
諸
国
の
中
央
銀
行
は
量
的
緩
和
政
策
に
踏
み
切
り
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
拡
大
さ
せ
て
き
た
。

そ
し
て
今
、
欧
米
の
中
央
銀
行
が
正
常
化
に
向
か
う
な
か
、
そ
れ
が
損
益
に
与
え
る
影
響
が
様
々
に
議
論
さ
れ
て
い
る
。
市
場
の
短

期
金
利
を
引
き
上
げ
る
た
め
に
は
中
央
銀
行
当
座
預
金
の
金
利
を
上
げ
る
必
要
が
あ
る
が
、
低
位
で
の
長
期
固
定
金
利
資
産
（
国
債

等
）
を
大
量
に
保
有
し
て
い
る
た
め
、
中
央
銀
行
収
益
の
急
速
な
悪
化
が
予
想
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

も
ち
ろ
ん
、
多
少
の
損
失
が
生
じ
た
と
し
て
も
、
中
央
銀
行
で
も
民
間
会
社
同
様
に
各
種
の
引
当
金
や
準
備
金
、
最
終
的
に
は
資

本
金
が
用
意
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
ら
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
（
１
）。

た
だ
し
、
ど
の
よ
う
な
引
当
金
や
準
備
金
を
ど
の
程
度
ま
で
積
む
の
か
は
中
央
銀
行
に
よ
っ
て
異
な
る
。
ま
た
そ
れ
は
、
保
有
す

る
外
貨
や
債
券
の
評
価
損
益
の
認
識
方
法
や
、
利
益
処
分
（
国
庫
納
付
や
配
当
）
の
あ
り
方
、
資
本
金
制
度
（
増
資
の
有
無
等
）
と

も
密
接
に
関
わ
る
。
例
え
ば
、
保
有
す
る
外
貨
建
て
資
産
を
時
価
評
価
す
る
の
か
否
か
、
評
価
損
益
に
対
し
て
引
当
金
を
増
減
さ
せ

る
の
か
否
か
は
、
最
終
的
な
利
益
に
大
き
な
違
い
を
も
た
ら
す
が
、
そ
う
し
た
会
計
上
の
方
針
は
中
央
銀
行
ご
と
に
微
妙
に
異
な
る

の
で
あ
る
。

こ
う
し
た
関
心
の
も
と
、
小
稿
で
は
ま
ず
、
日
本
銀
行
の
引
当
金
の
あ
り
方
を
、
欧
米
の
二
つ
の
中
央
銀
行
（
米
国
Ｆ
Ｒ
Ｂ
、
ド

イ
ツ
・
ブ
ン
デ
ス
バ
ン
ク
）
と
比
較
し
な
が
ら
、
整
理
す
る
こ
と
と
す
る
（
２
）。

日
本
銀
行
の
引
当
金
に
つ
い
て

伊
豆
　
　
久



１
　
金
と
外
貨
の
評
価
損
益
の
扱
い

は
じ
め
に
、
外
貨
準
備
の
評
価
方
法
を
見
て
み
よ
う
（
以
下
、
外
貨
準
備
＝「
金
」＋「
外
貨
建
て

資
産
」
と
す
る
）。
三
つ
の
中
央
銀
行
で
外
貨
準
備
の
会
計
上
の
扱
い
は
マ
チ
マ
チ
で
、
日
銀
は
他

の
二
行
の
中
間
的
な
扱
い
と
な
っ
て
い
る
。
欧
米
の
二
行
を
先
に
見
て
み
よ
う
。

Ｆ
Ｒ
Ｂ
で
は
、
金
（
３
）

は
時
価
評
価
さ
れ
ず
取
得
原
価
で
評
価
さ
れ
る
た
め
、
金
価
格
の
変
動
が
毎
期

の
損
益
に
影
響
す
る
こ
と
は
な
い
。
他
方
、
外
貨
建
て
資
産
は
毎
期
時
価
評
価
さ
れ
、
評
価
損
益
は

そ
の
ま
ま
利
益
・
損
失
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。
金
が
時
価
評
価
さ
れ
な
い
の
は
、
売
却
を
予
定

し
な
い
、
中
央
銀
行
に
と
っ
て
よ
り
根
源
的
な
準
備
と
考
え
ら
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
外
貨
建

て
資
産
に
つ
い
て
は
為
替
レ
ー
ト
の
変
動
が
損
益
に
直
接
影
響
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
も
そ
も
Ｆ

Ｒ
Ｂ
の
資
産
に
占
め
る
外
貨
建
て
資
産
の
比
率
は
非
常
に
小
さ
い
（
図
表
１
。
国
際
金
融
危
機
以
前

の
二
〇
〇
六
年
末
時
で
比
較
）。

対
照
的
に
ド
イ
ツ
・
ブ
ン
デ
ス
バ
ン
ク
（
以
下
、
独
連
銀
）
で
は
、
金
と
外
貨
建
て
資
産
は
と
も

に
時
価
評
価
さ
れ
、
そ
の
上
で
評
価
益
が
生
じ
た
場
合
は
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
上
の
負
債
項
目
で
あ
る

「
評
価
益
勘
定
（R
evaluation

accounts

）」
に
計
上
さ
れ
る
（
こ
の
「
評
価
益
勘
定
」
に
相
当
す
る

勘
定
科
目
は
日
銀
に
も
Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
も
存
在
し
な
い
）。
つ
ま
り
、
金
や
外
貨
の
価
格
が
上
昇
す
る
と
、

そ
れ
ら
の
帳
簿
価
格
が
増
大
す
る
が
、
同
時
に
負
債
側
の
「
評
価
益
勘
定
」
が
同
額
だ
け
大
き
く
な

り
（
つ
ま
り
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
増
大
す
る
が
）、
結
果
と
し
て
利
益
額
に
は
全
く
影
響
し
な
い

こ
と
に
な
る
。

（29）

図表１　中央銀行の資産構成（2006年末）

（出所）各行の年次報告書（日銀は「営業毎旬報告」）より作成。
合計

32.1
373.5

日銀（兆円）

（8.6％）
（100.0％）

その他 2.4 （2.1％） 14.9
115.5 （100.0％） 873.0

FRB（10億ドル） 独連銀（10億ユーロ）

（1.7％）
（100.0％）

金 0.4 （0.3％） 11.0 （1.3％） 53.1 （14.2％）
外貨建て資産 5.0 （4.3％） 22.7 （2.6％） 32.0 （8.6％）
短期オペ 27.1 （23.5％） 40.8 （4.7％） 256.3 （68.6％）
国債 80.6 （69.8％） 783.6 （89.8％） 0.0 （0.0％）



た
だ
し
、
評
価
損
が
発
生
し
、
そ
の
額
が
そ
れ
ま
で
に
蓄
積
さ
れ
た
「
評
価
益
勘
定
」
を

超
え
る
場
合
に
は
、「
評
価
益
勘
定
」
を
ゼ
ロ
と
し
超
過
分
は
損
失
と
し
て
認
識
さ
れ
る
。

評
価
益
は
い
く
ら
大
き
く
な
っ
て
も
利
益
と
は
な
ら
な
い
一
方
で
、
評
価
損
は
取
得
原
価
を

下
回
っ
た
時
点
で
損
失
と
な
る
わ
け
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
効
果
は
低
価
法
と
同
様
で
あ
る
。

さ
ら
に
言
え
ば
、
独
連
銀
の
「
評
価
益
勘
定
」
で
は
、
金
、
外
貨
建
て
資
産
は
通
貨
ご
と
、

外
貨
建
て
債
券
は
債
券
コ
ー
ド
ご
と
に
区
分
し
て
積
み
立
て
・
取
り
崩
し
が
行
わ
れ
、
異
な

る
区
分
間
で
相
殺
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
あ
る
外
貨
建
て
債
券
で
は
プ
ラ
ス

の
評
価
益
が
あ
る
一
方
、
別
の
外
貨
建
て
債
券
で
は
評
価
損
と
な
り
そ
れ
が
損
失
と
し
て
認

識
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
も
あ
る
。
つ
ま
り
、
評
価
損
は
金
融
資
産
ご
と
に
細
か
い
区
分
の
も

と
で
そ
れ
ぞ
れ
が
損
失
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
（
図
表
２
、
３
）。
保
守
的
な
会
計

処
理
に
よ
っ
て
、
相
場
変
動
に
よ
る
計
上
利
益
の
増
大
を
避
け
（
そ
れ
は
国
庫
納

付
金
を
抑
制
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
る
）、「
評
価
益
勘
定
」
と
い
う
実
質
的
な
自

己
資
本
の
充
実
を
図
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。

独
連
銀
が
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
と
異
な
る
こ
う
し
た
扱
い
を
し
て
い
る
の
は
、
資
産
に
占

め
る
金
・
外
貨
の
ウ
エ
イ
ト
が
大
き
い
た
め
で
（
図
表
１
）
（
４
）、

そ
の
価
格
変
動
に

よ
る
影
響
を
緩
和
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
だ
と
思
わ
れ
る
。

以
上
の
二
行
に
対
し
て
、
日
銀
で
は
、
保
有
す
る
金
を
取
得
原
価
で
評
価
し
、

外
貨
建
て
資
産
に
つ
い
て
は
時
価
評
価
す
る
と
い
う
と
こ
ろ
ま
で
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ
と
同

（30）

図表２　独連銀の再評価益

（年末、100万ユーロ）

（出所）Annual accounts of the Deutche Bundesbank
for 2016, 2017.

外貨建て証券 56 
合計 113,080 

109,372 
米ドル 3,551 

2016
111,267 

7,665 

106 
119,657 

2017
金

SDR 321 －
日本円 243 101 
豪ドル 55 －

2015
97,799 
7,129 

481 
149 
33 

130 
105,721 

図表３　独連銀の償却

（年、100万ユーロ）

（注）図表２で、2017年末のSDRと豪ドルの
再評価益の記載がないのは、評価損が
生じているためである。その評価損の
合計額が68m で（通貨別の数値は非
公表）、同年に償却されている（図表３）。
外貨建て証券については、全体として
は含み益があるものの（図表２　2017
年末で56m ）、個別には評価損が生じ
ている債券があり、その償却額合計が
17年には147m だったことがわかる
（図表３）。

（出所）図表２に同じ。

外貨建て証券 －147
合計 －215

－68
2016

0
－198
－198

2017
外貨

2015
0

－82
－82



じ
で
あ
る
が
、
外
貨
建
て
資
産
に
つ
い
て
は
、
時
価
評
価
に
よ
る
損
益
の
半
分
を
引
当
金
と
相
殺
す
る
こ

と
と
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
年
度
（
５
）

の
評
価
益
が
一
〇
〇
の
場
合
、
そ
の
半
分
を
「
外
国
為
替
等
取
引
損
失

引
当
金
（
以
下
、
外
為
引
当
金
）」
に
積
み
増
し
（
積
立
額
は
特
別
損
失
と
な
り
、
し
た
が
っ
て
利
益
へ
の

影
響
は
当
初
の
一
〇
〇
か
ら
半
分
の
五
〇
と
な
る
）、
評
価
損
が
一
〇
〇
の
場
合
は
五
〇
を
外
為
引
当
金
か

ら
取
り
崩
し
て
（
特
別
利
益
五
〇
が
計
上
さ
れ
）
損
失
を
半
分
の
五
〇
と
す
る
の
で
あ
る
（
６
）。

こ
れ
は
、
為

替
レ
ー
ト
の
変
化
に
よ
る
毎
年
の
損
益
の
変
動
を
小
さ
く
し
、
最
終
利
益
（
そ
こ
か
ら
の
法
定
準
備
金
積

立
額
と
国
庫
納
付
金
）
の
増
減
を
抑
制
す
る
た
め
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

つ
ま
り
、
三
つ
の
中
銀
を
比
べ
る
と
（
図
表
４
）、
保
有
す
る
外
貨
準
備
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
上
の
ウ
エ

イ
ト
を
反
映
す
る
形
で
、
①
金
の
価
格
変
動
が
損
益
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
は
三
行
と
も
遮
断
さ
れ
て

い
る
一
方
で
、
②
外
貨
建
て
資
産
に
つ
い
て
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
一
〇
〇
％
そ
の
ま
ま
、
日
銀
は
約
五
〇
％
だ

け
を
反
映
さ
せ
、
独
連
銀
に
お
い
て
は
完
全
に
排
除
す
る
会
計
規
程
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
（
独
連
銀

で
は
低
下
法
と
同
様
の
扱
い
）。

次
に
、
債
券
に
つ
い
て
見
て
み
よ
う
。

２
　
日
銀
の
債
券
取
引
損
失
引
当
金

（
１
）
債
券
取
引
と
損
益
の
認
識
方
法

現
在
の
中
銀
の
保
有
資
産
の
過
半
を
占
め
る
国
債
等
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
場
合
Ｍ
Ｂ
Ｓ
を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、

三
行
い
ず
れ
も
償
却
原
価
法
を
と
っ
て
い
る
（
発
行
価
格
と
額
面
の
差
は
、
金
利
同
様
、
残
存
期
間
に
比

（31）

図表４　外貨準備（金・外貨建て資産）の評価方法

時価評価

日銀

外貨建て資産
時価評価
評価益：50％を引当金に積立
評価損：50%を引当金から取崩

FRB

金 取得原価 取得原価
時価評価
評価益：負債項目「評価益勘定」に積立
評価損：「評価益勘定」から取崩

「評価益勘定」が０になればそれ
以上の評価損は損失計上

独連銀



例
配
分
）。
し
た
が
っ
て
評
価
損
益
や
償
還
損
益
は
発
生
し
な
い
。
実
際
に
売
買
さ
れ
る
時
に
は
当
然
、
売
買
損
益
が
発
生
す
る
が
、

中
銀
の
国
債
等
の
保
有
は
満
期
保
有
が
一
般
的
で
あ
る
た
め
、
国
債
等
の
保
有
が
損
益
に
与
え
る
影
響
は
原
則
と
し
て
そ
の
金
利
収

入
部
分
に
限
定
さ
れ
る
（
７
）。

し
た
が
っ
て
、
債
券
取
引
（
特
に
そ
の
大
半
を
占
め
る
自
国
の
国
債
）
に
関
す
る
引
当
金
の
役
割
は
大
き
く
な
い
は
ず
で
あ
り
、

日
銀
の
場
合
も
そ
の
「
債
券
取
引
損
失
引
当
金
（
以
下
、
債
券
引
当
金
）」
は
、
過
去
の
会
計
処
理
方
法
の
名
残
に
過
ぎ
な
か
っ
た

の
で
あ
る
が
、
二
〇
一
五
年
の
規
程
改
正
に
よ
り
、
異
次
元
緩
和
か
ら
の
出
口
へ
の
備
え
と
し
て
極
め
て
大
き
な
意
味
を
も
つ
も
の

に
変
化
し
た
。

ま
ず
、
か
つ
て
日
銀
で
は
、
現
先
取
引
（
現
先
オ
ペ
や
政
府
と
の
現
先
取
引
（
８
））

が
売
買
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
た
た
め
、
そ
れ
ら

取
引
に
伴
う
売
買
損
益
が
発
生
し
て
い
た
。

ま
た
、
国
債
の
評
価
方
法
で
は
低
価
法
が
採
用
さ
れ
て
い
た
た
め
償
還
差
益
、
評
価
損
（
償
却
）
が
生
じ
て
い
た
。
そ
し
て
、
そ

れ
ら
債
券
取
引
に
伴
う

収
支

を
【
売
却
・
償
還
に
よ
る
利
益
】
【
売
却
・
償
還
・
評
価
替
え
に
よ
る
損
失
】
と
定
義
し
（
９
）、

前

述
の
外
為
取
引
の
場
合
と
同
様
に
、
原
則
と
し
て
、
利
益
が
出
た
場
合
に
は
そ
の
半
額
を
引
当
金
に
繰
り
入
れ
、
損
失
が
出
た
場
合

に
は
そ
の
半
額
分
を
引
当
金
か
ら
取
り
崩
す
こ
と
と
し
て
い
た
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
二
〇
〇
一
年
度
決
算
か
ら
、
現
先
取
引
は
実
際
の
経
済
機
能
に
即
し
て
、

売
買
取
引

で
は
な
く

金
融
取
引

と
し
て
扱
う
こ
と
と
な
り
、
損
益
は
売
買
損
益
で
は
な
く
利
息
の
受
け
払
い
と
し
て
認
識
す
る
こ
と
に
な
っ
た
（
10
）。

つ
ま
り
、
そ
れ
ま

で
は
、
現
先
取
引
に
お
け
る
売
買
に
よ
っ
て
巨
額
の
売
買
損
益
が
発
生
し
、
そ
れ
に
応
じ
て
引
当
金
が
増
減
さ
れ
て
い
た
わ
け
で
あ

る
が
、
売
買
で
は
な
く
貸
借
取
引
と
見
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
た
め
、
買
い
現
先
の
場
合
に
は
利
息
の
受
取
り
、
売
り
現
先
の
場

合
は
利
息
の
支
払
い
が
生
じ
る
の
み
で
、
引
当
金
の
ベ
ー
ス
と
な
る
上
記

収
支

と
は
関
係
な
く
な
っ
た
の
で
あ
る
。

（32）



さ
ら
に
二
〇
〇
四
年
度
か
ら
国
債
の
評
価
方
法
が
低
価
法
か
ら
償
却
原
価
法
に
変
更
さ
れ
た
（
11
）

た
め
償
還
差
益
、
評
価
損
（
償
却
）

が
生
じ
る
こ
と
も
な
く
な
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
二
〇
〇
四
年
度
に
は
、
債
券
引
当
金
は
そ
の
役
割
を
終
え
て
お
り
、
実
際
、
そ
れ
以
降
（
12
）

一
〇
年
以
上
繰
り
入
れ
も
取

り
崩
し
も
行
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
二
兆
二
四
三
三
億
円
の
ま
ま
推
移
し
て
き
た
の
で
あ
る
。

（
２
）
異
次
元
緩
和
の
出
口
に
備
え
た
改
正

と
こ
ろ
が
二
〇
一
五
年
一
一
月
に
、
関
連
法
令
・
会
計
規
程
が
改
正
さ
れ
（
13
）、

先
に
見
た
債
券
引
当
金

の
ベ
ー
ス
に
な
る

収
支

の
計
算
式
を
、
収
益
に
「
国
債
利
息
（
14
）」

を
加
え
、
損
失
に
「
超
過
準
備
へ

の
利
息
」
を
加
え
、
【
売
却
・
償
還
に
よ
る
利
益
＋
国
債
利
息
】
【
売
却
・
償
還
・
評
価
替
え
に
よ
る

損
失
＋
超
過
準
備
利
払
い
】
と
し
た
の
で
あ
る
。

こ
の
改
正
に
は
ど
の
よ
う
な
意
味
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。

こ
の
計
算
式
の
う
ち
、
前
述
の
よ
う
に
、
従
来
か
ら
の
【
売
却
・
償
還
に
よ
る
利
益
】
と
【
売
却
・

償
還
・
評
価
替
え
に
よ
る
損
失
】
の
部
分
は
す
で
に
意
味
を
失
っ
て
お
り
、
事
実
上
【
国
債
利
息
】

【
超
過
準
備
利
払
い
】
で

収
支

が
計
算
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
国
債

利
息
収
入
が
大
き
い
時
期
（
異
次
元
緩
和
が
進
め
ら
れ
て
い
る
期
間
）
に
は
収
益
が
大
き
く
な
り
そ
の

半
額
が
債
券
引
当
金
と
し
て
積
み
立
て
ら
れ
、
逆
に
、
超
過
準
備
利
払
い
の
ほ
う
が
大
き
く
な
っ
た
時

（
正
常
化
が
進
め
ら
れ
て
い
る
期
間
）
に
は
損
失
が
大
き
く
な
り
、
そ
の
半
額
分
が
同
引
当
金
か
ら
取
り

崩
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

（33）

（出所）日本銀行「財務諸表等」各年度版より作成。

図表５　日銀の国債利息、超過準備利払い、債券引当金
（年度（末））

4,615

2013

債券引当金繰入額 0
22,433

2016

超過準備利払い 837 1,873 1,837

20172014 2015
国債利息 8,057 10,440 12,875 11,869 12,211

1,513 2,217
0 4,501 4,451

債券引当金 22,433 26,934 31,550 36,001



具
体
的
な
数
字
を
見
て
み
よ
う
。

改
正
初
年
度
の
二
〇
一
五
年
度
の
決
算
で
は
、
国
債
利
息
収
入
は
一
兆
二
八
七
五
億
円
に
上
り
、
経
常
収
益
の
大
半
を
占
め
て
い

る
。
異
次
元
緩
和
の
下
、
金
利
は
低
い
と
は
い
え
大
量
の
国
債
を
買
い
入
れ
て
い
る
た
め
で
あ
る
。
他
方
で
、
超
過
準
備
へ
の
利
払

い
は
二
二
一
七
億
円
と
国
債
利
息
収
入
に
比
べ
る
と
非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が
っ
て
、
債
券
引
当
金
算
出
式
に
お
け
る

収
支

が

急
増
し
、
長
ら
く
変
動
し
て
い
な
か
っ
た
同
引
当
金
に
突
如
四
五

〇
一
億
円
が
新
た
に
繰
り
入
れ
ら
れ
た
の
で
あ
る
（
図
表
５
）。

（
３
）
超
過
準
備
利
息
の
仕
組
み

で
は
、
超
過
準
備
へ
の
利
払
い
は
ど
の
よ
う
な
仕
組
み
に
な
っ

て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

日
銀
当
座
預
金
へ
の
利
払
い
は
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
の
導
入

（
二
〇
一
六
年
二
月
）
以
降
、
三
層
構
造
に
分
か
れ
て
い
る
が
、
図

表
６
の
よ
う
に
、
プ
ラ
ス
金
利
と
マ
イ
ナ
ス
金
利
の
部
分
は
ほ
ぼ

一
定
に
維
持
さ
れ
て
い
る
（
15
）。

国
債
の
買
入
れ
に
伴
っ
て
当
座
預
金

は
増
加
し
て
い
く
が
、
そ
れ
は
、
金
利
ゼ
ロ
％
が
適
用
さ
れ
る

「
マ
ク
ロ
加
算
残
高
」
と
名
付
け
ら
れ
た
部
分
を
増
や
す
こ
と
で
対

応
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
当
座
預
金
が
増
え
て

も
、
日
銀
の
利
払
い
は
（
マ
イ
ナ
ス
金
利
分
を
差
し
引
い
て
）
毎

（34）

図表６　日銀当座預金
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基礎残高（＋0.1%）

政策金利残高（－0.1%）

マクロ加算残高（0%）

（注）補完当座預金制度対象先の当座預金（平均残高）。2016年２月～18年
９月。

（出所）日本銀行時系列データより作成。



年
一
八
〇
〇
億
円
程
度
に
と
ど
ま
る
は
ず
で
あ
る
。
少
な
く
と
も
今
後
数
年
間
、
国
債
保
有
額
は
非
常
に
大
き
く
、
か
つ
超
過
準
備

へ
の
利
払
い
は
低
水
準
に
と
ど
ま
る
た
め
、
債
券
引
当
金
へ
の
巨
額
の
繰
り
入
れ
が
続
く
と
予
想
さ
れ
る
。

し
か
し
そ
れ
は
、
現
在
の
低
金
利
が
続
く
限
り
で
の
こ
と
で
あ
る
。
正
常
化
（
出
口
戦
略
）
が
始
ま
り
、
短
期
金
利
が
引
き
上
げ

ら
れ
る
場
合
を
考
え
て
み
よ
う
。
そ
の
時
に
は
現
在
の
三
層
構
造
を
維
持
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
所
要
準
備
（
金
利
ゼ
ロ
％
適
用
部

分
）
と
超
過
準
備
（
政
策
金
利
適
用
部
分
）
の
二
層
に
戻
ら
ざ
る
を
え
な
い
。
超
過
準
備
の
一
部
に
で
も
市
場
金
利
よ
り
低
い
金
利

が
適
用
さ
れ
る
と
、
そ
の
資
金
は
市
場
に
流
出
し
市
場
金
利
の
維
持
が
で
き
な
く
な
る
た
め
、
政
策
金
利
は
市
場
金
利
と
同
じ
水
準

に
維
持
せ
ざ
る
を
え
な
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
正
常
化
が
進
む
と
、
超
過
準
備
へ
の
利
払
い
が
急
増
し
、
日
銀
の
損
益
は
大

幅
な
赤
字
と
な
る
（
16
）。

（
４
）
債
券
引
当
金
規
程
改
正
の
意
味

と
こ
ろ
が
、
前
述
の
よ
う
に
債
券
引
当
金
の
算
出
ベ
ー
ス
と
な
る

収
支

が
【
売
却
・
償
還
に
よ
る
利
益
＋
国
債
利
息
】
【
売

却
・
償
還
・
評
価
替
え
に
よ
る
損
失
＋
超
過
準
備
へ
の
利
息
】
に
改
正
さ
れ
た
た
め
、
超
過
準
備
へ
の
利
払
い
が
国
債
利
息
を
上
回

る
場
合
に
は
、
そ
の
赤
字
額
の
五
〇
％
相
当
額
を
債
券
引
当
金
の
取
り
崩
し
と
い
う
形
で
補
填
で
き
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
二
〇
一
五
年
の
会
計
規
程
の
改
訂
に
よ
り
、
異
次
元
緩
和
と
そ
の
正
常
化
に
お
け
る
利
息
収
入
・
利
払
い
の
大
幅
な
変

動
が
最
終
損
益
に
与
え
る
影
響
を
、
引
当
金
の
調
整
に
よ
っ
て
（
そ
の
範
囲
内
に
お
い
て
）
半
減
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ

る
。異

次
元
緩
和
の
現
状
と
将
来
を
見
据
え
た
こ
う
し
た
制
度
改
正
は
、
当
初
二
年
程
度
で
終
了
す
る
は
ず
だ
っ
た
政
策
の
長
期
化
に

対
応
し
た
、
そ
の
限
り
で
合
理
的
な
側
面
を
も
つ
と
言
え
よ
う
。
し
か
し
、
そ
も
そ
も
債
券
引
当
金
は
、
そ
の
名
の
通
り
、
債
券
取

（35）



引
に
伴
う
利
益
を
も
っ
て
、
将
来
に
生
じ
う
る
債
券
取
引
に
お
け
る
損
失
に
備
え
る
た

め
の
制
度
で
あ
る
。
将
来
の
超
過
準
備
利
払
い
の
た
め
と
な
る
と
そ
の
範
囲
を
超
え
て

い
る
。
つ
ま
り
、
日
銀
全
体
の
損
益
と
な
る
も
の
を
、
債
券
取
引
の
範
疇
に
無
理
や
り

押
し
込
め
て
い
る
の
で
あ
る
。

異
次
元
緩
和
か
ら
の
出
口
に
伴
う
損
失
へ
の
備
え
と
し
て
は
、
以
前
は
引
当
金
で
は

な
く
法
定
準
備
金
が
用
い
ら
れ
て
い
た
。
法
定
準
備
金
は
原
則
と
し
て
当
該
年
度
の
最

終
利
益
の
五
％
を
積
み
立
て
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
（
17
）、

一
三
年
度
に
は
二
〇
％
、
一
四

年
度
に
は
二
五
％
が
積
み
立
て
ら
れ
た
（
図
表
７
）。
そ
し
て
、
一
五
年
度
か
ら
は
再
び

五
％
に
戻
っ
て
い
る
。

で
は
、
な
ぜ
一
五
年
度
に
な
っ
て
法
定
準
備
金
か
ら
債
券
引
当
金
へ
と
補
填
資
金
の

手
当
て
方
法
が
変
更
さ
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。
国
庫
納
付
金
へ
の
影
響
と
い
う
点
で
は
、

引
当
金
で
あ
れ
法
定
準
備
金
で
あ
れ
違
い
は
な
い
。
両
者
の
大
き
な
違
い
は
、
そ
の
取

り
崩
し
の
条
件
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法
定
準
備
金
は
、
赤
字
決
算
（
当
該
年
度
の
当

期
剰
余
金
が
マ
イ
ナ
ス
）
に
な
っ
た
場
合
（
と
配
当
金
五
〇
〇
万
円
が
不
足
し
た
場
合
）

に
し
か
取
り
崩
す
こ
と
が
で
き
な
い
の
に
対
し
て
（
日
銀
法
第
五
三
条
第
三
項
）、
引
当

金
で
あ
れ
ば
、
当
期
剰
余
金
に
関
係
な
く
、
個
々
の
科
目
（
例
え
ば
外
為
の
評
価
損
益

や
債
券
取
引
な
ど
）
に
お
い
て
損
失
が
発
生
す
れ
ば
引
当
金
を
取
り
崩
す
（
＝
特
別
損

失
の
計
上
）
こ
と
が
可
能
で
あ
る
（
日
本
銀
行
法
施
行
令
第
一
五
条
第
二
項
）。
し
た
が

（36）

図表７　日銀の法定準備金積立（５％を超えたケース）

（出所）図表５に同じ。
2014

年度
積立額

─────
当期剰余金

量的質的金融緩和（2013年４月～）
量的質的金融緩和の拡大（2014年10月～）

2013 20％
25％

2002 15％ 金融機関からの株式買入れ
（2002年11月～04年９月）2003 15％

2008 15％
リーマン・ショック対応
金融機関からの株式買入れ（2009年２月～10年４月）
CP・社債の買入れ（2009年１月～12月）

2010 15％ 包括金融緩和（2010年10月～）

背景

2004 12.9％ 10％＋山一証券向け貸倒れ1,111億円×５％



っ
て
、
当
該
引
当
金
の
範
囲
内
で
あ
れ
ば
損
失
を
個
別
の
科
目
内
に
と
ど
め
、
最
終
利
益
（
当
期
剰
余
金
）
の
マ
イ
ナ
ス
を
回
避
す

る
こ
と
が
可
能
と
な
る
の
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
債
券
引
当
金
規
程
の
改
正
の
意
味
は
、
現
在
の
日
銀
の
収
益
の
ほ
と
ん
ど
（
二
〇
一
七
年
度
で
六
六
％
）
を
占
め

る
国
債
利
息
と
、
正
常
化
の
過
程
で
費
用
の
ほ
と
ん
ど
を
占
め
る
こ
と
に
な
る
超
過
準
備
へ
の
支
払
い
利
息
を
債
券
引
当
金
の
算
出

式
に
加
え
る
こ
と
で
、
赤
字
決
算
を
で
き
る
だ
け
回
避
す
る
こ
と
に
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

３
　
日
銀
の
株
式
関
連
の
引
当
金

日
銀
の
引
当
金
に
関
す
る
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
や
独
連
銀
と
異
な
る
も
う
一
つ
の
大
き
な
特
徴
は
、
大
量
の
株
式
等
（
Ｅ
Ｔ
Ｆ
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ

を
含
む
）
（
18
）

の
保
有
に
関
連
し
た
も
の
で
あ
る
。

（
１
）
銀
行
保
有
の
個
別
株
式
の
買
入
れ

日
銀
は
、
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
一
日
、
銀
行
保
有
の
株
式
の
買
取
り
を
決
定
し
た
（
一
一
月
二
九
日
買
入
れ
開
始
、
総
額
二
兆

円
、
〇
三
年
九
月
ま
で
。
そ
の
後
、
総
額
三
兆
円
、
〇
四
年
九
月
ま
で
に
増
額
・
延
長
）
（
19
）。

バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
株
価
下
落
が
続
く
な

か
、「
金
融
機
関
保
有
株
式
の
価
格
変
動
リ
ス
ク
が
、
金
融
機
関
経
営
の
大
き
な
不
安
定
要
因
と
な
っ
て
」
い
る
こ
と
か
ら
、「
金
融

機
関
に
よ
る
保
有
株
式
削
減
努
力
を
さ
ら
に
促
す
」
（
20
）

と
い
う
の
が
そ
の
理
由
で
あ
っ
た
。
約
二
年
の
間
に
、
累
計
二
兆
〇
一
八
〇
億

円
が
買
い
入
れ
ら
れ
て
い
る
。
買
い
入
れ
た
株
式
は
、
発
行
会
社
か
ら
の
自
社
株
買
い
の
要
請
に
随
時
応
じ
る
ほ
か
、
二
〇
〇
七
年

一
〇
月
か
ら
は
市
場
で
の
売
却
も
開
始
さ
れ
た
が
、
そ
れ
は
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
の
発
生
を
受
け
て
〇
八
年
一
〇
月
に
停
止
さ
れ

た
。
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さ
ら
に
〇
九
年
二
月
に
は
二
度
目
の
買
入
れ
を
再
開
し
（
総
額
一
兆
円
、
一
〇
年
四
月
ま
で
）、
一
〇
年
四
月
ま
で
に
三
八
七
八

億
円
を
買
い
入
れ
た
。
そ
し
て
市
場
で
の
売
却
は
二
〇
一
六
年
四
月
か
ら
一
〇
年
間
の
予
定
で
再
開
さ
れ
て
い
る
。

株
式
の
買
入
れ
開
始
に
あ
わ
せ
て
、
そ
の
会
計
処
理
方
法
も
決
定
さ
れ
た
。
評
価
方
法
は
取
得
原
価
と
し
た
上
で
（
会
計
規
程
第

一
三
条
第
一
項
第
三
号
）、
含
み
損
が
発
生
し
た
場
合
に
は
同
額
の
引
当
金
を
計
上
す
る
こ
と
（
第
一
八
条
の
二
）、
著
し
い
評
価
損

が
発
生
し
た
場
合
に
は
減
損
処
理
を
行
う
こ
と
（
第
一
三
条
第
二
項
。
図
表
８
の
注
も
参
照
）
と
さ
れ
た
（
後
に
買
い
入
れ
る
Ｅ
Ｔ

Ｆ
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
に
つ
い
て
も
同
じ
）
（
21
）。

興
味
深
い
の
は
、
株
式
等
に
関
し
て
は
、
引
当
金
の
積
立
方
法
が
、
外
為
・
債
券
の
場
合
と
異
な
っ
て
い
る
点
で
あ
る
。
外
為
・

債
券
で
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
利
益
が
出
た
場
合
に
積
み
立
て
、
損
失
が
出
た
時
に
取
り
崩
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
て
、

（38）

図
表
８
　
株
式
の
運
用
損
益
と
残
高

（
注
１
）
年
度
（
末
）、
億
円
。
１
億
円
未
満
切
り
捨
て
（
０
円
は
１
億
円
未
満
、
－
は
該
当
値
な
し
）。「

残
高
」
は
信
託
財
産
（
約
定
ベ
ー
ス
）
の
み
を
対
象
と
し
て
い
る
た

め
、
簿
価
も
貸
借
対
照
表
上
の
価
額
（
受
渡
ベ
ー
ス
、
未
収
配
当
金
を
含
む
）
と
若
干
異
な
る
。

（
注
２
）
市
場
で
の
売
却
期
間
以
外
の
時
期
に
生
じ
て
い
る
売
却
益
は
、
発
行
会
社
か
ら
の
自
社
株
買
い
の
要
請
に
応
じ
た
売
却
に
伴
う
も
の
。
全
体
と
し
て
は
含
み
益
が
あ
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
減
損
損
失
が
生
じ
て
い
る
の
は
独
連
銀
の
外
貨
準
備
と
同
様
に
、
減
損
処
理
は
個
別
の
株
式
ベ
ー
ス
で
実
施
さ
れ
て
い
る
た
め
。
本
文
注

22も
参

照
。

（
出
所
）
日
本
銀
行
『
業
務
概
況
書
』
各
年
版
よ
り
作
成
。

2003
2004

2013
2014

2017
運
用
損
益

237
385

421
497

2,512
237

317
428

489
554

─
－

3
－

39
─

─
0

71
32

8
1,958

2009
2010

2011
2012

266
116

－
276

－
133

250
362

374
359

－
8
－

273
－

594
－

492
24

27
－

56
0

売
却
損
益

簿
価

19,476
20,047

14,190
14,775

14,099
13,605

13,515
13,510

10,238
時
価

25,940
26,424

19,147
17,470

16,925
19,818

22,884
29,783

24,855
含
み
益

6,464
6,376

4,957
2,694

2,825
6,213

9,369
16,273

14,617

減
損

2002
2005

2006
2007

2008
75

548
2,433

3,130
－

178
配
当
金
等

77
416

443
446

339
－

2
─

－
184

－
466

－
1,316

─
132

2,175
3,149

797

残高

12,075
19,736

17,607
14,044

11,434
11,417

38,248
36,437

21,448
12,413

－
658

18,511
18,829

7,403
978

2015
2016

511
2,175

537
522

－
44

－
43

18
1,695

13,445
11,655

25,770
24,923

12,325
13,268



株
式
等
で
は
含
み
損
が
出
た
場
合
に
引
当
金
を
積
む
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
株
式
等
の
引
当
金
は
注
６
の
「
自
己
資
本
比
率
」

の
計
算
に
は
算
入
し
な
い
。
そ
し
て
原
価
方
式
で
あ
る
た
め
含
み
益
は
認
識
さ
れ
な
い
。
含
み
損
が
縮
小
・
解
消
す
る
と
当
該
年
度

に
引
当
金
は
取
り
崩
さ
れ
て
特
別
利
益
と
な
る
。
評
価
損
が
拡
大
し
減
損
処
理
が
行
わ
れ
る
と
運
用
損
と
し
て
認
識
さ
れ
、
簿
価
が

時
価
ま
で
引
き
下
げ
ら
れ
る
（
22
）。

含
み
益
は
利
益
と
し
な
い
一
方
で
、
含
み
損
に
は
引
当
金
を
積
み
、
著
し
い
含
み
損
は
減
損
処
理
す
る
と
い
う
非
対
称
的
、
保
守

的
な
扱
い
に
な
っ
て
い
る
の
は
、
株
式
等
の
リ
ス
ク
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
ろ
う
。

（
２
）
Ｅ
Ｔ
Ｆ
・
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
の
買
入
れ

そ
し
て
、
日
銀
は
、
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
二
八
日
、「
包
括
的
な
金
融
緩
和
政
策
」
の

一
環
と
し
て
、
Ｅ
Ｔ
Ｆ
を
四
五
〇
〇
億
円
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
を
五
〇
〇
億
円
、
一
一
年
一
二
月

末
ま
で
に
買
入
れ
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
そ
の
後
、
そ
れ
ぞ
れ
買
入
枠
は
段
階
的
に
拡
大

さ
れ
、
さ
ら
に
一
三
年
四
月
か
ら
の
異
次
元
緩
和
に
よ
っ
て
、
そ
の
額
を
大
幅
に
増
加
さ

せ
た
（
図
表
９
）。

図
表
10
・
11
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
二
〇
一
二
年
末
か
ら
の
株
価
上
昇
を
受
け
含
み
益

が
膨
ら
ん
で
お
り
、
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
約
五
兆
円
は
、
前
述
の
債
券
引
当
金
（
約
三
兆
六
千
億
円
）、

法
定
準
備
金
（
約
三
兆
二
千
億
円
）
を
は
る
か
に
上
回
っ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
改

め
て
言
う
ま
で
も
な
く
、（
満
期
の
あ
る
国
債
と
異
な
り
）
株
式
等
の
含
み
益
は
売
却
し

な
け
れ
ば
実
現
し
え
ず
、「
池
の
中
の
ク
ジ
ラ
」
と
化
し
た
日
銀
の
売
却
開
始
は
、
株
価

（39）

図表９　日本銀行のETF・REITの買入予定額

（単位：億円）

（出所）日本銀行金融政策決定会合公表文より作成。

2015年12月18日 ─
2016年07月29日

決定日

─

REIT

900
900

期限
2010年10月28日 500 2011年12月

2013年04月04日 300 ─
2014年10月31日 900 ─

買
入
上
限
額

4,500
2011年03月14日 9,000 1,000 2012年06月
2011年08月04日 14,000 1,100 2012年12月
2012年04月27日 16,000 1,200 2013年06月
2012年10月30日 21,000 1,300 2013年12月

年
間
買
入
額

10,000
30,000
33,000
60,000

ETF



を
大
幅
に
下
落
さ
せ
、
日
銀
自
身
の
含
み
益
を
大
幅
に
減

ら
す
可
能
性
が
高
い
（
23
）。

正
常
化
過
程
に
お
け
る
損
失
へ
の
備
え
と
し
て
は
、
小

稿
で
取
り
上
げ
た
引
当
金
の
ほ
か
に
、
利
益
準
備
金
と
資

本
金
が
あ
る
が
、
そ
れ
ら
に
つ
い
て
は
次
の
機
会
に
取
り

上
げ
た
い
。

注（
１
）

そ
れ
ら
に
よ
っ
て
も
カ
バ
ー
で
き
な
く
な
っ
た
時

が
債
務
超
過
で
あ
る
。
中
央
銀
行
が
債
務
超
過
に

陥
っ
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
中
央
銀
行
と

自
己
資
本
〜
『
出
口
戦
略
』
を
考
え
る
」
本
誌
二

〇
一
四
年
六
月
号
参
照
。

（
２
）

以
下
、
日
銀
の
会
計
基
準
、
最
近
の
決
算
動
向
に

つ
い
て
は
、「
会
計
規
程
」、
各
年
度
の
「
財
務
諸

表
」、「
業
務
概
況
書
」、「
行
政
コ
ス
ト
計
算
財
務

書
類
」、
会
計
検
査
院
「
決
算
検
査
報
告
書
」、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
つ
い
て
は
、"F

inancial
A

ccounting
M

anuals
for

F
ederal

R
eserve

（40）

図表10 ETFの運用損益と残高

2011 2012 2015 2016 2017
運用損益 58 214 1,048 1,722 2,789

58 214 1,048 1,722 2,789
─ ─ ─ ─ ─
─ ─ ─ ─ ─

2014
591
591
─
─売却損益

簿価 8,740 15,726 45,720 75,676 131,611 193,384
時価 9,587 21,228 69,637 87,660 159,303 244,845
含み益 847 5,501 23,916 11,984 27,692 51,460

減損

（注）図表８の（注１）に同じ。
（出所）図表８に同じ。

2010 2013
0 375

分配金等 0 375
─ ─
─ ─

残
高

2,043 28,686
2,022 38,659
－21 9,973

図表11 REITの運用損益と残高

2011 2012 2015 2016 2017
運用損益 23 51 108 138 181

23 51 108 138 181
─ ─ ─ ─ ─
─ ─ ─ ─ ─

2014
77
77
─
─売却損益

簿価 727 1,203 2,052 2,900 3,799 4,700
時価 730 1,922 2,868 3,871 4,591 5,142
含み益 2 718 816 970 792 441

減損

（注）図表８の（注１）に同じ。
（出所）図表８に同じ。

2010 2013
1 66

分配金等 1 66
─ ─
─ ─

残
高

177 1,476
176 1,910
－1 433



B
anks,"

各
年
度
の"C

om
bined

F
inancial

Statem
ents,"

独
連
銀
に
つ
い
て
は
、E

U
,"G

uideline
2016/2249,E

C
B

/2016/34,"

N
ovem

ber
3,2016,

各
年
度
の"A

nnualaccounts
ofthe

D
eutsche

B
undesbank"

を
参
照
。
な
お
、
ユ
ー
ロ
圏
中
央
銀
行
の
連
結
ベ

ー
ス
の
財
務
諸
表
は
、
貸
借
対
照
表
に
つ
い
て
は
Ｅ
Ｃ
Ｂ
が
作
成
・
公
表
し
て
い
る
が
、
損
益
計
算
書
に
つ
い
て
は
作
成
さ
れ
て
お
ら
ず
、

各
国
中
央
銀
行
か
ら
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
の
決
定
し
た
上
記
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿
っ
た
）
個
別
ベ
ー
ス
の
も
の
が
作
成
・
公
表
さ
れ
て
い
る
だ
け
で

あ
る
。

（
３
）

正
確
に
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
金
を
保
有
せ
ず
、
財
務
省
に
譲
渡
し
た
際
の
「
金
証
券
」
を
保
有
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。

（
４
）

ド
イ
ツ
で
は
、
外
貨
準
備
の
す
べ
て
を
中
央
銀
行
で
あ
る
独
連
銀
が
保
有
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
上
、
戦
後
の
輸
出
主
導
型
の

成
長
が
独
連
銀
の
資
産
に
お
け
る
外
貨
準
備
の
比
重
を
大
き
く
し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
日
銀
が
保
有
す
る
外
貨
準
備
は
全
体

の
約
一
割
に
す
ぎ
ず
（
残
り
九
割
は
財
務
省
の
外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
が
保
有
）、
米
国
で
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ
と
財
務
省
が
半
分
ず
つ
所
有
し
て

い
る
。

（
５
）

正
確
に
は
、
日
銀
の
財
務
諸
表
は
半
期
ご
と
に
作
成
・
公
表
さ
れ
て
い
る
。

（
６
）

正
確
に
は
、
こ
の
積
み
立
て
・
取
り
崩
し
の
金
額
は
、

引
当
金
（
外
為
と
債
券
）、
法
定
準
備
金
、
資
本
金
等

の
合
計
が
、
日
銀
券
残

高
の
お
お
む
ね
八
〜
一
二
％
の
間
に
な
る
よ
う
調
整
さ
れ
る
（「
会
計
規
程
」
第
一
八
条
）。
例
え
ば
、
二
〇
〇
二
年
度
に
は
、
こ
の
比
率

が
七
・
六
％
に
ま
で
下
が
っ
た
た
め
、
為
替
取
引
で
の
損
失
（
評
価
損
等
）
一
六
三
九
億
円
、
債
券
取
引
で
の
損
失
（
評
価
損
等
）
七
二

八
六
億
円
が
発
生
し
て
い
る
が
、
両
方
と
も
引
当
金
は
取
り
崩
さ
な
か
っ
た
（『
平
成
一
四
年
度
業
務
概
況
書
』
二
九
五
頁
）。

な
お
、
日
銀
は
こ
の
比
率
を
「
自
己
資
本
比
率
」
と
し
て
い
る
が
、
現
在
、
こ
の
比
率
に
は
現
実
的
な
意
味
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

こ
れ
は
、
円
＝
日
銀
券
と
し
た
上
で
、
そ
の
信
認
の
維
持
の
た
め
に
は
、（
引
当
金
を
含
め
た
広
義
の
）
自
己
資
本
の
拡
充
が
必
要
か
つ
十

分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
時
代
の
名
残
で
あ
ろ
う
。
上
限
が
設
け
ら
れ
て
い
る
の
は
最
終
利
益
す
な
わ
ち
国
庫
納
付
金
を
確
保
す
る

（41）



た
め
で
あ
ろ
う
。

（
７
）

例
外
的
な
ケ
ー
ス
の
一
つ
に
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
い
わ
ゆ
る
ツ
イ
ス
ト
オ
ペ
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
Ｑ
Ｅ
２
（
二
〇
一
〇
年
一
一
月
〜
一
一
年
六
月
）

終
了
後
の
雇
用
情
勢
の
悪
化
を
受
け
て
、
二
〇
一
一
年
九
月
〜
一
二
年
一
二
月
に
か
け
て
、
満
期
六
年
〜
三
〇
年
の
国
債
を
六
六
七
〇
億

ド
ル
買
い
入
れ
る
と
と
も
に
満
期
三
年
以
下
の
同
額
の
国
債
を
売
却
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
売
却
益
は
「
非
金
利
収
入
」
の
一
部
と
し

て
、
一
一
年
に
二
三
億
ド
ル
、
一
二
年
に
一
三
三
億
ド
ル
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

（
８
）

政
府
と
の
現
先
取
引
と
は
、
国
債
整
理
基
金
と
財
政
融
資
資
金
に
お
い
て
一
時
的
な
余
裕
資
金
が
発
生
し
た
場
合
に
、
日
銀
が
そ
の
余
資

運
用
手
段
を
提
供
す
る
、
具
体
的
に
は
売
り
現
先
取
引
を
行
う
と
い
う
も
の
で
あ
る
（
日
本
銀
行
「『
日
本
銀
行
の
対
政
府
取
引
』
に
つ
い

て
」
二
〇
〇
四
年
五
月
一
二
日
、「
二
〇
一
四
年
度
中
に
お
け
る
日
本
銀
行
の
対
政
府
取
引
」
二
〇
一
五
年
六
月
参
照
）。
残
高
は
一
〇
〜

三
〇
兆
円
程
度
で
推
移
し
て
い
た
が
、
二
〇
一
五
年
一
二
月
以
降
は
ゼ
ロ
と
な
っ
て
い
る
。
現
先
レ
ー
ト
（
レ
ポ
レ
ー
ト
）
が
マ
イ
ナ
ス

に
な
っ
た
た
め
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

（
９
）

日
本
銀
行
法
施
行
規
則
第
一
〇
条
。

（
10
）

『
平
成
一
二
年
度
業
務
概
況
書
』
三
八
六
頁
、『
平
成
一
三
年
度
業
務
概
況
書
』
二
三
〇
頁
。

（
11
）

『
平
成
一
四
年
度
業
務
概
況
書
』
三
四
七
頁
。

（
12
）

正
確
に
は
、
そ
の
前
の
二
年
間
（
二
〇
〇
二
年
度
、
〇
三
年
度
）
も
債
券
引
当
金
は
変
化
し
て
い
な
い
が
、
こ
れ
は
、
債
券
取
引
（
評
価

損
等
）
に
よ
る
損
益
が
発
生
し
な
か
っ
た
た
め
で
は
な
く
（
〇
二
年
度
に
は
七
二
八
六
億
円
、
〇
三
年
年
度
に
は
七
九
三
〇
億
円
の
損
失

が
出
て
い
る
）、
他
の
引
当
金
・
準
備
金
等
と
合
わ
せ
た
自
己
資
本
の
比
率
が
目
途
と
す
る
八
％
に
及
ば
な
か
っ
た
た
め
、
取
り
崩
し
が
な

さ
れ
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
（
両
年
に
は
、
外
為
引
当
金
も
取
り
崩
さ
れ
て
い
な
い
）。

（
13
）

日
本
銀
行
法
施
行
令
附
則
第
一
条
の
二
、
日
本
銀
行
法
施
行
規
則
附
則
第
三
条
。
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（
14
）

正
確
に
は
、
収
益
に
算
入
す
る
国
債
利
息
額
は

国
債
利
息
×
有
利
子
負
債
平
残
／
長
期
国
債
平
残

で
計
算
さ
れ
る
金
額
。
た
だ
し
、

有
利
子
負
債
平
残
が
長
期
国
債
平
残
を
上
回
っ
た
場
合
（
第
二
項
が
一
以
上
と
な
っ
た
場
合
）
も
、
国
債
利
息
額
を
上
限
と
す
る
。
逆
に
、

有
利
子
負
債
平
残
が
長
期
国
債
平
残
を
下
回
る
場
合
（
第
二
項
が
一
以
下
と
な
っ
た
場
合
）
も
、
政
策
委
員
会
の
決
定
に
よ
り
、
国
債
利

息
額
同
額
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と
、
債
券
引
当
金
へ
の
繰
入
・
取
崩
額
を
損
益
の
五
〇
％
で
は
な
く
一
〇
〇
％
と
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ

る
。「
会
計
規
程
」
附
則
（
債
券
取
引
損
失
引
当
金
の
計
上
基
準
に
係
る
経
過
措
置
）。

（
15
）

こ
の
点
、
今
年
（
二
〇
一
八
年
）
七
月
の
金
融
政
策
決
定
会
合
に
お
い
て
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
適
用
部
分
（
政
策
金
利
残
高
）
が
、
金
融
機

関
間
の
裁
定
取
引
後
の
水
準
で
現
行
の
約
一
〇
兆
円
か
ら
約
五
兆
円
に
な
る
よ
う
、
マ
ク
ロ
加
算
残
高
（
ゼ
ロ
金
利
適
用
）
部
分
を
増
や

す
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
図
表
６
が
示
す
よ
う
に
実
際
の
残
高
は
そ
の
よ
う
に
推
移
し
て
い
な
い
（
マ
イ
ナ
ス
金
利
適
用
部
分

は
今
年
七
月
で
二
三
兆
円
、
九
月
で
も
一
九
兆
円
）。
裁
定
取
引
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
な
い
た
め
で
、
日
銀
は
ゼ
ロ
金
利
適
用
部
分
の
上

限
額
を
引
き
上
げ
て
い
る
も
の
の
、
ゼ
ロ
金
利
適
用
部
分
に
余
裕
が
残
っ
た
ま
ま
マ
イ
ナ
ス
金
利
部
分
が
積
み
上
が
っ
て
い
る
。

（
16
）

こ
れ
を
避
け
る
方
法
と
し
て
、
技
術
的
に
は
所
要
準
備
額
（
金
利
ゼ
ロ
％
）
の
大
幅
引
き
上
げ
が
あ
り
う
る
が
、
銀
行
の
損
失
が
大
き
く

現
実
的
な
選
択
肢
と
は
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

（
17
）

原
則
は
最
終
利
益
の
五
％
で
あ
る
が
、
財
務
大
臣
の
認
可
を
得
て
引
き
上
げ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
日
本
銀
行
法
第
五
三
条
第
二
項
。

（
18
）

正
確
に
は
、
日
銀
が
信
託
銀
行
を
受
託
者
と
す
る
金
銭
の
信
託
を
行
い
信
託
財
産
と
し
て
株
式
等
が
買
い
入
れ
ら
れ
て
い
る
。

（
19
）

『
平
成
一
四
年
度
業
務
概
況
書
』
一
一
三
頁
、
一
二
八
頁
。

（
20
）

日
本
銀
行
「
金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
に
向
け
た
日
本
銀
行
の
新
た
な
取
り
組
み
に
つ
い
て
」
二
〇
〇
二
年
九
月
二
二
日
。

（
21
）

『
平
成
一
四
年
度
業
務
概
況
書
』
三
四
七
頁
。

（
22
）

例
え
ば
、
株
式
の
買
入
れ
を
開
始
し
た
二
〇
〇
二
年
度
早
々
に
二
億
円
の
減
損
処
理
が
な
さ
れ
て
い
る
（
た
だ
し
、
配
当
収
入
が
七
七
億
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円
だ
っ
た
た
め
、
差
し
引
き
七
五
億
円
を
株
式
の
「
運
用
益
」
に
計
上
）。
減
損
処
理
後
も
年
度
末
の
含
み
損
が
六
五
八
億
円
と
な
り
同
額

の
株
式
取
引
損
失
引
当
金
繰
入
（
と
特
別
損
失
）
が
計
上
さ
れ
て
い
る
（『
平
成
一
四
年
度
業
務
概
況
書
』
二
九
五
頁
）。
翌
年
度
に
は
時

価
総
額
が
帳
簿
総
額
を
上
回
っ
た
た
め
（
含
み
益
六
四
六
四
億
円
）、
引
当
金
は
全
額
取
り
崩
さ
れ
て
い
る
（
同
額
の
特
別
利
益
の
計
上
）

（『
平
成
一
五
年
度
業
務
概
況
書
』
二
五
三
頁
、
二
八
一
頁
）。

（
23
）

な
お
、
日
銀
の
引
当
金
に
は
、
他
に
、
①
一
般
貸
倒
引
当
金
、
②
特
定
貸
倒
引
当
金
、
③
退
職
給
付
引
当
金
が
あ
る
。

①
一
般
貸
倒
引
当
金
は
、
一
九
九
七
年
度
ま
で
は
期
末
の
貸
付
残
高
の
〇
・
三
％
相
当
額
が
引
き
当
て
ら
れ
て
い
た
が
、
翌
年
度
よ
り
、

過
去
の
貸
倒
実
績
に
基
づ
い
て
計
上
す
る
方
法
に
変
更
さ
れ
、
以
降
、
計
上
さ
れ
て
い
な
い
。

②
特
定
貸
倒
引
当
金
は
、
山
一
證
券
等
へ
の
い
わ
ゆ
る
特
融
に
対
し
て
計
上
さ
れ
て
い
た
が
、
二
〇
〇
四
年
度
以
降
、
残
高
は
ゼ
ロ
で
あ

る
。

③
退
職
給
付
引
当
金
は
、
法
人
税
法
に
基
づ
き
、
二
〇
一
七
年
度
末
時
点
で
一
九
九
八
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

（
い
ず
　
ひ
さ
し
・
客
員
研
究
員
）
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